
（平成56年３月31日まで）原議保存期間 30年

（平成56年３月31日まで）有 効 期 間 一種

各 地 方 機 関 の 長 警 察 庁 丁 暴 発 第 ２ ３ 号

各 都 道 府 県 警 察 の 長 殿 平 成 2 6 年 ２ 月 ５ 日

各 方 面 本 部 長 警察庁刑事局組織犯罪対策部

暴 力 団 対 策 課 長

不動産投資顧問業登録からの暴力団排除の推進について（通達）

不動産投資顧問業登録規程の一部を改正する告示（平成25年国土交通省告示第1286号）

が平成25年12月20日に施行されたことに伴い、不動産投資顧問業登録からの暴力団排除を

徹底するため、警察庁においては、国土交通省と協議の上、下記のとおり合意し、平成26

年２月５日から運用を開始することとしたので、各都道府県警察にあっては、事務処理上

遺漏のないようされたい。

記

１ 趣旨

不動産投資顧問業とは、不動産投資に関する助言業務、投資判断・取引代理に伴う一

任業務を行う営業をいい、顧客に対して投資助言契約に基づく助言を行う一般不動産投

資顧問業と投資一任契約に基づく不動産取引等を行う営業及び一般不動産投資顧問業の

双方を行う総合不動産投資顧問業がある。

不動産投資顧問業を営もうとする者のうち、一定水準以上の業務推進能力を有する者

については国土交通大臣から不動産投資顧問業者として登録を受けることができるもの

であるが、不動産投資顧問業登録から暴力団を排除するため、今般、不動産投資顧問業

登録規程（平成12年建設省告示第1828号。以下「規程」という。）の一部が改正され、

登録の欠格及び取消しの要件として暴力団排除に関する規定が整備されたものである。

２ 合意事項

「不動産投資顧問業登録からの暴力団排除に関する合意書」（別添）のとおり。

３ 合意事項の要点

(1) 排除対象者

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条

第６号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を

経過しない者（以下「暴力団員等」という。）（規程第７条第８号関係）

イ 法人でその役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者を

いう。）又は重要な使用人（不動産投資顧問業に関し営業所の業務を統括する者及

びこれに準ずる者、不動産投資顧問契約に基づく業務の用に供する目的で不動産の

価値の分析又は当該分析に基づく投資判断を行う者、投資助言契約に係る業務のう

ち助言の業務を行う者並びに投資一任契約に係る業務のうち投資判断並びに不動産

取引及び不動産の管理に係る判断に関する業務を統括する者及びこれに準ずる者を

いう。以下同じ。）のうちに暴力団員等に該当する者のあるもの（規程第７条第11

号関係）



ウ 暴力団員等がその事業活動を支配する法人（規程第７条第12号関係）

エ 個人で重要な使用人のうちに暴力団員等に該当する者のあるもの（規程第７条13

号関係）

(2) 照会等の手続

ア 照会

国土交通省土地・建設産業局不動産市場整備課長（以下「不動産市場整備課長」

という。）は、不動産投資顧問業の登録を受けようとする者若しくは不動産投資顧

問業者（以下「登録申請者等」という。）が排除対象者に該当するか否かを確認す

る必要があるときは、警察庁刑事局組織犯罪対策部暴力団対策課長（以下「暴力団

対策課長」という。）に対し照会するものとした。

イ 回答

照会を受けた暴力団対策課長は、登録申請者等が排除対象者に該当するか否かに

ついて確認した上、その結果を不動産市場整備課長に対し速やかに回答するものと

した。

ウ 通知

警視庁又は道府県警察本部の暴力団対策を主管する課の長（以下「暴力団対策主

管課長」という。）は、登録申請者等が排除対象者に該当すると認める事実を確認

したときは、不動産市場整備課長に対し速やかに通知するものとした。

(3) 保護措置等

暴力団対策課長は、本合意書に基づき、国土交通大臣が登録の申請を却下又は登録

の取消しを行う場合において、不動産市場整備課長から要請、相談等を受けたときは、

関係職員の保護等必要な措置が講じられるよう関係する暴力団対策主管課長に連絡す

るものとした。

４ 都道府県警察の対応

(1) 通知制度の積極的活用及び警察庁への報告

暴力団対策主管課長は、事件捜査等において、登録申請者等が排除対象者に該当す

ると認められる事実を確認した場合は、不動産市場整備課長に積極的に通知するとと

もに警察庁に報告すること。

(2) 適切な保護措置等の実施

関係職員の保護措置等について暴力団対策課長から連絡を受けた暴力団対策主管課

長は、保護対象者に対する警戒その他必要な措置を行うこと。
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別添

不動産投資顧問業登録からの暴力団排除に関する合意書

警察庁丁暴発第401号

国 土 動 投 2 3 8 号

平 成 2 5 年 1 2 月 2 0 日

警察庁刑事局組織犯罪対策部暴力団対策課長

坂 口 拓 也

国土交通省土地・建設産業局不動産市場整備課長

小 林 靖

不動産投資顧問業登録規程の一部を改正する告示（平成２５年国土交通省告示第１２

８６号）が平成２５年１２月２０日に施行されたことに伴い、不動産投資顧問業登録か

らの暴力団排除を徹底するため、警察庁と国土交通省との間での業務の運用について、

下記のとおり合意する。

記

（排除対象者）

第１ 不動産投資顧問業登録から排除する者は、次のとおりとする。

(1) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７条）第

２条第６号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から

５年を経過しない者 以下 暴力団員等 という 不動産投資顧問業登録規程 平（ 「 」 。 （

成１２年建設省告示第１８２８号。以下「規程」という ）第７条第８号関係）。

(2) 法人でその役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者

をいう ）又は重要な使用人（不動産投資顧問業に関し営業所の業務を統括する。

者及びこれに準ずる者、不動産投資顧問契約に基づく業務の用に供する目的で不

動産の価値の分析又は当該分析に基づく投資判断を行う者、投資助言契約に係る

業務のうち助言の業務を行う者並びに投資一任契約に係る業務のうち投資判断並

びに不動産取引及び不動産の管理に係る判断に関する業務を統括する者及びこれ

に準ずる者をいう 以下同じ のうちに暴力団員等に該当する者のあるもの 規。 。） （

程第７条第１１号関係）

(3) 暴力団員等がその事業活動を支配する法人（規程第７条第１２号関係）

(4) 個人で重要な使用人のうちに暴力団員等に該当する者のあるもの（規程第７条

第１３号関係）
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（照会手続等）

第２ 国土交通省土地・建設産業局不動産市場整備課長（以下「不動産市場整備課長」

という ）は、不動産投資顧問業の登録を受けようとする者又は不動産投資顧問業。

者（以下「登録申請者等」という ）が排除対象者に該当するか否かを確認する必。

要があるときは、警察庁刑事局組織犯罪対策部暴力団対策課長（以下「暴力団対策

課長」という ）に対し、照会書（別記様式第１号）により照会するものとする。。

２ 暴力団対策課長は、前項の照会を受けたときは、登録申請者等が排除対象者に該

当するか否かについて確認した上、その結果を不動産市場整備課長に対し、回答書

（別記様式第２号）により速やかに回答するものとする。

３ 警視庁又は道府県警察本部の暴力団対策を主管する課の長（以下「暴力団対策主

管課長」という ）は、登録申請者等が排除対象者に該当すると認める事実を確認。

したときは、不動産市場整備課長に対し、通知書（別記様式第３号）により速やか

に通知するものとする。

（保護措置等）

第３ 暴力団対策課長は、本合意書に基づき、国土交通大臣が登録の申請を却下又は登

録の取消しを行う場合において、不動産市場整備課長から要請、相談等を受けたと

きは、関係職員の保護等必要な措置が講じられるよう関係する暴力団対策主管課長

に連絡するものとする。

（その他）

第４ 暴力団対策課長と不動産市場整備課長は、本合意書に定めのない事項又は疑義の

生じた事項については、その都度協議の上、決定するものとする。
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別記様式第１号

文 書 番 号

平成○○年○○月○○日

警察庁刑事局組織犯罪対策部暴力団対策課長 殿

国土交通省土地・建設産業局不動産市場整備課長 印

照 会 書

下記の者について 「不動産投資顧問業登録からの暴力団排除に関する合意書」に規、

定する排除対象者に該当するか否かについて照会します。

記

１ 登録申請者等

別添のとおり。
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別添

照会文書記載例

ｼﾒｲ 氏名 和暦 年 月 日 性別 会社名 役職名

ｸﾝﾚﾝ ｼﾞｯｼ 訓練 実施 S 30 03 04 M 株式会社訓練 代表取締役社長

ｶﾝｷｮｳ ｷﾚｲ 環境 綺麗 H 01 11 30 F 有限会社訓練 営業課長

ﾄｳﾎｸ ｲﾁﾛｳ 東北 一郎 S 40 01 01 M 訓練株式会社 常務取締役

ｶﾝｻｲ ｼﾞﾛｳ 関西 次郎 S 45 12 24 F 訓練株式会社 取締役営業本部長

（補足説明）

電磁的記録（CD-R、CD-RWに限る。拡張子.xlsにて保存）については、氏名カナ（半角、姓

と名の間も半角で１マス空け 、氏名漢字（全角、姓と名の間も全角で１マス空け 、生年月日） ）

（半角で大正はT、昭和はS、平成はH、数字は２桁半角 、性別（半角で男性はM、女性はF 、） ）

会社名及び役職名をセルごとに入力し、照会を行うものとする（上記記載例参照 。）

なお、上記記載例は、便宜上、項目名及び罫線を付しているが、実際の照会の際は、罫線は

不要。

また、外国人については、氏名欄にはアルファベットを、ｼﾒｲ欄は当該アルファベットのカ

ナ読みを入力すること。
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別記様式第２号

文 書 番 号

平成○○年○○月○○日

国土交通省土地・建設産業局不動産市場整備課長殿

警察庁刑事局組織犯罪対策部暴力団対策課長 印

回 答 書

「不動産投資顧問業登録からの暴力団排除に関する合意書 （以下「本合意書」とい」

う ）に基づき、平成○○年○○月○○日付第○○号で照会のあった件について、下記。

のとおり回答します。

記

○ 該当する場合

１ 登録申請者等

商号又は氏名、代表者

２ 調査結果

上記の者は、本合意書第１－（○）に該当する事由があると認められる。

他の登録申請者等は、本合意書に規定する排除対象者に該当する事由があると認

められない。

○ 該当しない場合

いずれの登録申請者等も本合意書に規定する排除対象者に該当する事由があると認

められない。
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別記様式第３号

文 書 番 号

平成○○年○○月○○日

国土交通省土地・建設産業局不動産市場整備課長 殿

警視庁又は都道府県警察暴力団対策主管課長 印

通 知 書

下記の者については 「不動産投資顧問業登録からの暴力団排除に関する合意書 （以、 」

下「本合意書」という ）に規定する排除対象者に該当すると認められるので通知しま。

す。

記

１ 登録申請者等

商号又は氏名、代表者

２ 理由

上記の者は、本合意書第１－（○）に該当する事由があると認められる。

３ その他（必要により記載）


